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・堺市が三宝下水処理場から内川にかけて下水再生水
の導管敷設を行い、平成２８年３月に竣工が予定され
ている「（仮称）イオンモール堺鉄砲町」の施設内にお
いて、下水再生水の未利用熱を給湯熱源、空調熱源
として利用後、施設内を流れる小川や散水など、施設
内で中水として再利用するとともに、下水再生水を
「内川緑地せせらぎ水路」の水源に活用する。

・本取組みによって、年間で７．２％の省エネルギー効果
と１４ｔのＣＯ２削減効果を見込んでいる。

堺市鉄砲町地区における下水熱利用の概要

・平成２６年１０月 イオンモール着工
・平成２６年１１月 再生水放流管着工
・平成２８年 ３月 下水再生水複合利用事業開始予定
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「サステイナブル都市再開発促進
モデル事業」

「スマートコミュニティ構想普及支援事業」

Ｈ２５年度

ＳＣ敷地の周辺地域に存在する
未利用エネルギー、再生可能エネ
ルギーの利用可能性調査

ＳＴＥＰ１：可能性調査 ＳＴＥＰ２：基本設計・事業性評価 ＳＴＥＰ３：事業実現

Ｈ２３年度 Ｈ２４年度

「下水熱利用ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ構想構築支援事業」
「再ｴﾈ熱利用高度複合ｼｽﾃﾑ実証事業」
「住宅・建築物省ＣＯ２推進モデル事業」

検
討
・取
り
組
み
内
容

・下水処理水、未処理下水の利用条件
基礎調査と、効率的利用方策および
システム構築（面的熱利用の検討）

・商業施設－住宅地間のﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾚｽﾎﾟﾝｽ
構築、

条件調査・
システム構築

イオン（商業施設）主体の、周辺住宅と
連携したスマートコミュニティの実現

未利用エネルギーを活用した先進的な
地域共生型「スマートイオン」の建設

「環境モデル都市・堺」にふさわしい
「低炭素型まちづくり」の実現」

・事業実現に向けた自治体との調整
・採算性評価、行程表、ﾏｽﾀｰﾌﾞﾗﾝの作成

実現へ

経済産業省 調査 国交省＋経産省 事業環境省 調査

事業採算性評価

敷地内（建物）の省エネ・省ＣＯ２化、
敷地外（交通））の省エネ・省ＣＯ２化
の検討

「敷地内」から
「地域全体」へ

＜学識系委員＞
上甫木・大阪府大学院教授、橋爪・大阪府大学教授
杉浦・武庫川女子大学教授
＜企業系委員＞
イオンリテール㈱、八木総合企画、関西電力、
ダイセル化学，
＜地元委員＞
三宝・他周辺自治会、

検
討
体
制

＜学識系委員＞
上甫木・大阪府大教授、橋爪・大阪府大教授
杉浦・武庫川女子大学教授
＜企業系委員＞
イオンモール㈱、八木総合企画、関西電力、
ダイセル化学，Ｋｅｎｅｓ
＜オブザーバー＞
南海不動産、近経産局、堺市環境推進室、
大阪府商工労働部

国交省

経産省

国交省

＜学識系＞上甫木・大阪府大教授、橋爪・大阪府大教授
杉浦・武庫川女子大学教授

＜企業系＞イオンモール㈱、八木総合企画、関西電力、
Ｋｅｎｅｓ、ダイセル化学

＜自治体＞堺市

ｺﾝｿｰｼｱﾑ
の発展

■産官学連携共同研究
＜産＞ｲｵﾝﾓｰﾙ、八木総合企画、古川商店、ﾀﾞｲｾﾙ化学、関電
＜官＞堺市 ＜学＞橋爪・大阪府大教授

地域の特性を活かした開発に向けてた取り組みについて

○Ｈ２３年度に環境省のＦＳ補助金を、Ｈ２４年度に経済産業省のＦＳ補助金を獲得し、事業検討会などを通じて、事業者間の
意思疎通や、自治体等と関係構築を図りながら、徐々に事業の確度を高めてきた。

○平成２５年度に、国交省の下水熱利用プロジェクト構想構築支援事業に採択（堺市、Ｋｅｎｅｓ）。これを活用して、関係者との
円滑な調整を進め、経産省・国交省の事業補助金を獲得した。
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Ｈ２３年度 Ｈ２４年度 Ｈ２５年度 Ｈ２６年度以降

補
助
金

活
動
概
要

５月 イオンが堺市へ都市計画提案

６月 環境省補助金へ応募、７月採択

９～３月 FS検討会実施。構想について

住民説明。

３月 堺市環境推進室へ構想説明

６月 経産省補助金応募 ９月採択

９月 堺市上下水道局と勉強会実施

２月 都市計画決定時期がさらに遅延

３月 ﾏﾝｼｮﾝﾃﾞﾍﾞ決定に伴い構想説明する

も、建設ｽｹｼﾞｭｰﾙあわず構想見直し

５月 イオン開発計画見直しによりｽｷｰﾑ

の大幅な見直し

７月 下水熱利用構想構築支援事業応募

８月 経産省補助金応募、９月採択

８月 都市計画決定⇒本格的行政協議

26.10 建設開始

28.3 竣工予定

検
討
段
階
の
ハ
ー
ド
ル
や
タ
ー
ニ
ン
グ
ポ
イ
ン
ト

堺
市

・「イオンからの都市計画提案中」であることを
理由に、建築都市局（開発指導）を初めと
した自治体へのアプローチが難航。

・都市計画審議中であり、各部局とも、協
議に慎重であり、構想実現に向けた検討協
力を自治体から得にくい。

・国交省から、上下水道局あてに、下水熱
利用構想構築支援事業公募。

・トップセールスの実施

・開発協議にあたって、関係部局が多岐に
（市長公室、建築都市局、建設局、上下水道局）

環境モデル都市堺
の次期行動計画の
目玉に位置づけ

イ
オ
ン
モ
ー
ル

・住民説明会の時期と、開発協議の時期が
重なったため、住民説明が難航。

・行政協議が難航し、FS構想を行政当局へ
説明できない。

・行政協議の難航により、地権者との土地の

賃貸借契約が遅れ気味に。

・FS構想実現化に向けた動きを、開発協議
の中で現局に伝えることが出来ておらず、行
政協議が停滞。

・イオンの開発計画の変更に伴い、下水熱
利用スキームの大幅な見直しが発生

東
急
不
動
産

・消費税増税のﾀｲﾐﾝｸﾞにより、ﾃﾞﾍﾞ決定か
らﾏﾝｼｮﾝ供給開始までの期間が非常にﾀｲﾄ
であり、住宅側での下水熱利用を断念

そ
の
他

・FS事業検討会と、開発にかかる住民説明
時期が重なったため、FS事業検討会の場で、
しばしば議論が紛糾（最終的には住民理解
を得るものの、本来の趣旨ではない議論に）

・国交省、下水道部、都市局への下水熱利
用に関するＰＲを継続的に実施

・国交省から定期的にアドバイスをいただけ
る関係に進展

国交省「下水熱利用PJ構想構築支援事業」採択
経産省「再ｴﾈ熱利用高度複合利用実証事業」応募
国交省「省エネ・省CO2先導事業」応募予定

経産省「ｽﾏｺﾐ構想普及支援事業」
前年度のFS結果を発展させた

堺版ｽﾏｺﾐ構想について事業性評価を実施

環境省「ｻｽﾃｲﾅﾌﾞﾙ都市再開発ﾓﾃﾞﾙ事業」
再生エネ・未利用エネの可能性調査

FS段階の構想を、初期段階から地区計画
に盛り込むためにどうｱﾌﾟﾛｰﾁするか

事業者側の開発手続きと、スマコミ構想を
いかにｵﾝスケジュールで進めることができるか

地元住民をどのタイミングでFS構想に参加
させるべきか

行政協議の難航による、開発スケジュール
遅延のリスクをどう回避するか

国、自治体の上
位計画と連携し
て進めることが重
要

開発事業者や、自治体の事情によるスマコ
ミ構想の計画変更リスクをどう回避するか

これまでの検討のハードルと実現に向けた取り組み
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協定書の締結について

・再生水の利用用途

・再生水の供給量等

・再生水供給施設の整備工事等

・敷地の利用

・再生水の水質

・利用期間

・再生水の利用料

・中途解約金

・再生水利用料の見直し

・施設の管理

・再生水供給契約及び協定の廃止

○堺市とイオンモールの間で、適正な再生水利用に向けた協定書を締結し、送水管敷設に向けた工事を着手。
○協定書の主な項目については、以下のとおり。（一部抜粋）
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※関西電力ＨＰより

下水熱利用にかかるプレス発表の概要
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行政との関係

メーカーとの関係 開発事業者との関係

下水熱利用実現のためには多岐に亘る関係部局への

当社の関与・働きがけが重要

＜国＞

・各省庁で様々な支援策・補助金を準備

＜自治体＞

・都市計画が未策定下においては、関係部局の連携、協議が慎重

・開発コストより「先進的なまちづくり」推進を優先

すべての関係企業に対する下水熱利用構想

への理解・同意の取り付けが重要

・まちづくりにスマコミが付加価値となることは

理解、目玉が欲しい

・ただし、開発コスト抑制が最優先

・大企業になるほど、社内調整箇所が多岐に亘る

自社資源（設備・技術）だけでは完結しない

場合のアライアンスが重要

・自社資源の活用が最優先で、新たな取組み

には消極的

・スマコミ構想のまちづくり部分には興味を

示さない

スマコミ構想

実現にはメーカー

協力が必要不可欠

関西電力の立ち位置

エネルギーを通じた地域活性化のコーディネーター役
開発と検討の

スケジュール、

スピード感にずれ

多岐に亘る関係部局と

行政側の下水熱利用

支援のための調整実施

スケジュール調整

開発・補助金スケジュール

を見据えた開発事業者・

関係行政等との調整が重要

まちづくりに対する

考え方の一致が

難しい

下水熱利用への取り組みで見えてきた留意点（スマートコミュニティの一要素として）
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事業名
下水熱利用プロジェクト構想

構築支援事業

再生可能エネルギー

熱利用高度複合ｼｽﾃﾑ実証事業
住宅建築物省ＣＯ２先導事業

省庁 国土交通省 経済産業省（資源エネルギー庁） 国土交通省

概要
公共と民間が連携した下水熱利用

のモデルケース作りへの支援

河川水熱や下水熱など公共施設管理
者と連携し、再エネ熱の有効利用の実
証事業に対する支援

先導的な省ＣＯ２技術を導入し、建築
物の環境性能の向上に資する取り組
みへの支援

対象
下水熱利用にかかるプロジェクトを

支援

・熱利用設備（温度差エネルギー利用を

含む接続設備）

・下水熱利用施設（ヒートポンプ含む）、

需要家までの熱導管

・熱交換器・熱源機、

・蓄熱槽、ポンプ等

・高性能外壁

・輻射空調システム

・温度差自然喚気システム

等
※一次エネルギー削減効果１５％程度

支援

（応募主体）
地方自治体 事業者等 事業者等

補助率
補助金なし
（ただし採択案件は、経産省補助金に優先的に採
択される。

１／２（上限10億円） １／２

公募時期
７月２日～８月２日

（８月１日申請）

６月２１日～８月３０日

（８月３０日申請）

９月１７日～１０月２５日

（１０月２３日申請）

申請者 堺市、イオンモール、Ｋｅｎｅｓ Ｋｅｎｅｓ

代表者：イオンモール

(提案者：ｲｵﾝﾓｰﾙ、ﾀﾞｲｾﾙ、ﾀﾞｲｾﾝﾒﾝﾌﾞ
ﾚﾝ、関電、Ｋｅｎｅｓ)

採択結果

公表予定
９月６日採択 １０月９日採択 １２月２６日採択

再エネ熱利用システム 建築物の省エネ・創エネ下水熱利用推進

＜参考＞Ｈ２５年度 関連する主な補助制度の活用状況
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